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二層の広域圏

①人口減少下にあっても、生活関連サービスを維持し、地域社会の機能や活力を保っていく観点からは、
　人口規模で３０～５０万人程度以上、時間距離１～１．５時間程度のまとまりを目安とした複数市町
　村からなる「生活圏域」

②地域が独自性のある国際交流・連携・協力活動を行い、また、特色ある経済圏を形成して発展を図る
　観点からは、ベルギー、スウェーデン、スイス等欧州の中規模諸国の人口・経済規模に概ね匹敵し、
　相互活用すべき諸資源や機能、施設をいわばフルセットで備えうる自立した圏域として、人口６００
　～１，０００万人程度以上の「地域ブロック」

の「二層の広域圏」を念頭に置き、それぞれの圏域内での機能分担と相互補完に基づく対応が基本となる。

　　なお、自然的社会的条件等により、上記①の規模の「生活圏域」での広域連携が困難な地域に対して
　は、人々の生活の維持や国土保全等、政策目的を明確化し、重点化した施策・対応を進めることにより、
　諸問題を克服することが必要である。この場合、例えば、ＩＴ革命の成果の活用や「交通弱者」等を対
　象にしたきめこまかい移動サービスの提供等が重要となる。

国土の将来像と新しい国土計画制度のあり方
（平成14年11月国土審議会基本政策部会報告）抜粋

ポイント：二層の広域圏形成と社会背景



増加し続けてきたわが国の人口は、２００６年の１億２７７４万人をピークに、長期的に減
少過程に入り、高齢化も急速に進むと見込まれている。

日本の将来推計人口

ポイント：二層の広域圏形成と社会背景
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資料)総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口」（平成14年１月）
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大都市圏においては、東京圏の人口増加率が最も高い一方、地方圏においては中
枢・中核都市圏の人口増加率が高く、人口分布の多極化の傾向がみられる。

三大都市圏及び地方中枢・中核都市の人口の動向

ポイント：二層の広域圏形成と社会背景
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国土交通省　国土計画局作成

都市圏における人口増加率（1990→2000年）
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人口（2000）
（万人）

1990→2000
（％）

３大都市圏 6,287 4.0
　　東京圏 3,342 5.1
　　名古屋圏 1,101 4.3
　　関西圏 1,844 1.8
地方圏 6,406 1.4
　　中枢・中核都市圏 3,081 4.6
　　中枢都市圏 772 9.6
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（注）上記の地域区分は以下の通り。
　　東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県　　 　名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県
　　関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 　　　三大都市圏：東京圏、名古屋圏、関西圏
　　地方圏：三大都市圏以外の地域



全国平均

【ケース２：1990年～1995年移動率固定型推計値】
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（出典）総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2002年１月推計）」、国土交通省総合交通体系データシステム（NAVINET)をもとに国土交通省国土計画局作成。

（注）１．2000年の実績値は、国勢調査確報ベース。

２．将来推計値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2002年１月推計）」をもとに国土交通省国土計画局推計。

３．ここで「中枢・中核都市」とは、「都道府県庁所在市または人口30万人以上」かつ「昼夜間人口比１以上」の都市とした。

４．「１時間圏」の設定は、1998年10月現在の交通ネットワークで新幹線と特急を除く鉄道と道路の利用を前提とし、各市町村間の到達時間を市町村単位に計算したもの。なお、各市町村の起点終点はそれぞれ市町村役場である。

　　 ５．三大都市圏：東京圏、名古屋圏、関西圏，地方圏：三大都市圏以外の地域

２０００年 48.5 38.9 2.4 10.1

２０５０年 49.2 40.4 3.1 7.3

６５歳以上
人口比率

35.7 41.3 33.0 39.2

人口シェア（％）

２０００年 48.5 38.9 2.4 10.1

２０５０年 52.7 38.0 2.0 7.3

６５歳以上
人口比率

34.4 36.4 38.9 40.0

人口シェア（％）

【ケース１：1995年～2000年移動率固定型推計値】
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地方圏における中枢・中核都市１時間圏外地域の人口は、２０５０年には 約４割減少するものと推計さ
れ、老年人口比率も約４割に達する。

中枢中核都市から１時間圏域の内・外別の将来人口増減

ポイント：二層の広域圏形成と社会背景
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５０～５００人のメッシュ（１ｋ㎡）数が減少する一方、５００人以上、５０人未満のメッシュ
数が増加している。人口密度10人以下のメッシュ数が約３８００増加している。

人口密度別メッシュ数と人口

5
（出典）　総務省「国勢調査報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
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わが国の地域ブロックは、欧州の１国なみの経済規模、人口規模を有している。

欧州諸国と地域ブロックの比較

7

「Road Atlas Europe」等より作成

ポイント：地域ブロックの形成



地方開発促進法等における計画圏域については下図のとおりとなっており、北陸地方、近畿圏、中部圏におい
て、圏域が重複している地域がある。

地方開発促進法等における計画圏域

ポイント：地域ブロックの形成
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交通流動（高速道路利用交通）から見た地域ブロックの形成

ポイント：地域ブロックの形成
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交通流動から地域ブロックの形成状況を見ると、地方開発促進法等における計画圏域に比べ、首都圏、近畿圏
の求心力が大きくなっている。
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我が国の地方圏の都市と東アジアとの航空路の特長

中国東北地方への便
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台北 （注）地方圏の都市からソウル、上海を除く東アジア諸都市へ
の航空便の数を矢印の太さで表している。

　　　福岡からは他に釜山、済州、成都、桂林、広州、バンコク、
マニラ、クアラルンプール、シンガポール便がある。

　　　縞模様の線は、途中経由地がある路線を表わしている。

出典：JTB時刻表（2003年8月）を元に国土交通省国土計画局作成
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ロシア極東地方へ北海道、北陸からの便がある。また福岡から中国内陸部に便がある。大連へは
西日本からの便が比較的多い。日本の航空会社は、便数の多いソウル・上海便を除くと、福岡・香
港のみに就航している。
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ポイント：地域ブロックの形成



地域ブロックの海外とのつながり
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ポイント：地域ブロックの形成

最近の１０年間、各地域ブロック・各相手地域別に、人口あたり出国者数が増大しており、このうち東アジアが
約半数を占めている。
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国際コンテナ定期便のうち、欧米航路はほぼ三大湾と北部九州に限られているが、東アジア航路は全国
に寄港している。なかでも韓国船社の運航による韓国航路が多い。

国際コンテナ航路の寄港状況

12

国際コンテナ定期航路寄港回数（2002）

「数字でみる港湾2002」、国際輸送ハンドブック2003より作成
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韓国 36回　2回

中国・アジア48回　11回
全航路計　　88回　16回

四国　　　　　うち邦船社

韓国 18回　3回
全航路計　 19回　3回

0
0
4

0
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2

韓国　　　　　33回　0回

近畿　　　　　うち邦船社
欧米 38回　14回

中国・アジア144回　8回
全航路計　　215回　22回

舞鶴 敦賀

清水三河
名古屋四日市
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中部　　　　　うち邦船社
欧米 　24回　13回

韓国 　20回　0回

中国・アジア 66回　12回
全航路計　 110回　25回

関東　　　　　　うち邦船社
欧米 50回　17回　

韓国 26回　０回
中国・アジア 121回　14回

全航路計　 197回　27回

東北　　　　　うち邦船社

韓国 　11回　0回

全航路計 　14回　1回

北海道　　　　　うち邦船社

韓国 　8回　0回　

全航路計　　 9回　0回

、各港の数字は
：上段欧米航路便数

：中段中国・アジア航路便数

：下段韓国航路便数

0
1
0.7

中国・アジア 17回　９回

中国･アジア　 1回　0回

　韓国 18回　0回
　中国・アジア 4回　2回

北陸　　　　　　　　　うち邦船社

中国・アジア　1 回　0回

欧米 　 1回　1回

中国・アジア　 1回　0回

沖縄
中国･アジア　4回　1回

全航路計　　　4回　1回

　全航路計 23回　2回
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ブロック外
ゲート利用

ブロック内

ゲート利用

ブロック別発着コンテナ貨物のブロック内ゲート利用比率

（出典）国土交通省全国輸出入コンテナ貨物流動調査より国土交通省国土計画局作成

ポイント：地域ブロックの形成



ポイント：地域ブロック間の結びつき

地域ブロック間の結びつき

ブロック中心間移動は、4時間未満および600km未満は新幹線が卓越している。
航空による移動は、ブロック中心からの空港までのアクセスや発着便数により、所要時間に格差が生じており、
マルチモーダルの視点に立った検討が必要である。
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道路による移動

鉄道による移動

航空による移動

印の種類は最も流動が大きい交通機関

近畿-中部

九州-中国

中国-近畿

四国-中国 四国-近畿

中部-関東

関東-東北

中国-中部

九州-中部

九州ｰ関東

関東-北海道

九州-近畿

九州ｰ東北

九州ｰ北海道

近畿-北海道

四国-北海道

四国-東北

中国-北海道

中国-東北
中部-北海道

四国-中部

九州-四国

近畿-関東

北海道-東北
四国-関東

中部-東北

中国-関東

近畿-東北

所要時間（時間）

各ブロック中心から他のブロックの中心までの所要時間

NITASによるﾌ゙ﾛｯｸ中心都市間のフルモード計算
中心都市とは，北海道，宮城，東京，愛知，大阪，広島，香川，福岡の各県庁を指す

鉄道モードのアクセス・イグレスはいずれも自動車利用にて算出

最短モードによるブロック間所要時間
下段：移動距離（km）

移動量の大きさと所要時間

各ブロック中心から他のブロックの中心までの
　平均所要時間

平均所要時間は、
出発ブロックと到着ブ
ロックの人口により
重みづけて平均値化
したもの

ブロック平均所要時間（時間）

北海道 4時間12分
東北 3時間58分
関東 3時間33分
中部 3時間  3分
近畿 3時間26分
中国 3時間32分
四国 3時間53分
九州 3時間23分

全国 3時間35分

移動距離（km）

鉄道による移動

道路による移動

航空による移動

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

北海道 3時間49分 3時間49分 4時間 4時間22分 5時間18分 5時間19分 4時間18分

東北 755 3時間 3分 4時間 8分 4時間17分 5時間24分 5時間15分 4時間 3分

関東 969 352 2時間46分 3時間55分 4時間 8分 3時間59分 3時間 2分

中部 1,064 679 381 1時間57分 3時間11分 3時間51分 3時間 2分

近畿 1,231 828 571 197 2時間32分 3時間 2分 3時間28分

中国 1,222 1,166 855 534 351 2時間37分 1時間59分

四国 1,393 981 752 446 195 209 3時間52分

九州 1,671 1,285 1,068 752 632 286 521

印の大きさは中心都市間の
　移動量（人/日）

　　　　　大：30,000以上

　　　　　中：10,000～30,000

　　　　　小：10,000 未満

１時間 ２時間 ３時間 ４時間 ５時間 ６時間

全国平均3時間35分

（注）所要時間はＮＩＴＡＳによる
出典：全国幹線旅客純流動調査（２０００年）



地域ブロック間の結びつき

旅客移動について、関東、中部、近畿の３極間は、他の圏域間に比較して結びつきが大きい。また、関東に隣接
した東北、近畿に隣接した中国の結びつきが大きい。貨物流動についても、関東、中部、近畿の３極間の流動が
大きいが、旅客流動と異なる流動をみせているODも多い。　
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地域ブロック間の旅客・貨物流動
単位：旅客　人/日、貨物　トン/３日間

出典：全国幹線旅客純流動調査（２０００年）、全国貨物純流動調査（２０００年）

（　）は、貨物と旅客の全国流動に占めるシェアの比率（貨物シェア÷旅客シェア）

貨物シェア÷旅客シェアの値が0.5以下

貨物シェア÷旅客シェアの値が2.0以上

　　　旅客
貨物 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

92,300
(2.49)
206,100 520,000
(1.58) (0.74)
36,200 44,600 595,500
(1.91) (1.09) (0.82)
50,000 48,800 523,400 518,900
(1.30) (1.08) (0.72) (0.75)
8,700 29,600 198,700 91,600 330,900
(1.00) (3.30) (2.00) (3.04) (0.79)
2,200 8,400 81,200 86,600 176,300 135,800
(0.51) (1.10) (1.23) (7.03) (1.40) (1.46)
13,300 13,300 196,000 142,800 277,800 284,200 124,300
(0.69) (0.48) (0.69) (2.68) (1.37) (1.59) (3.19)

北海道

東北

関東

中部

近畿

中国

四国

九州

　　

　　

　　

　　

103,600 31,200 50,300

23,100 44,400

9,700

　　

　　

　　

　　

9,200 32,300 4,700

174,300 10,100

179,375

9,600 2,200 1,100 4,800

11,300 2,200 1,900 6,900

旅
客
流
動

貨　物　流　動

171,300 7,500 3,100 13,200

181,554 24,684 16,411 70,670

北海道

268

292

248

（全品目 H12)

：矢印１０万トン以上の流動（千トン／３日間）

251107

109

283

276

236

114

234

131

東北

関東

中部

近畿

中国

四国

九州

104102

304

168

169

116

橙色：隣接ブロックを越えるもの （千トン／３日間）

ブロック間の貨物流動

ポイント：地域ブロック間の結びつき



ポイント：地域ブロックのモビリティ

文
化

・
余
暇

文
化
文
化

・
余
暇

・
余
暇

対象施設対象施設対象施設

文化施設　 　　　大規模美術館・博物館・コンサートホール、動植物園、水族館文化施設文化施設　　 　　　大規模美術館・博物館・コンサートホール、動植物園、水族館　　　大規模美術館・博物館・コンサートホール、動植物園、水族館

余暇施設　　　　 国立公園，国営公園，観光地（日帰り・宿泊・テーマパーク）
　　　　　　　 プロ野球場，J1･J2ﾎｰﾑｽﾀｼﾞｱﾑ
余暇施設余暇施設　　　　　　　　 国立公園，国営公園，観光地国立公園，国営公園，観光地（日帰り・宿泊・テーマパーク）（日帰り・宿泊・テーマパーク）

　　　　　　　　　　　　　　 プロ野球場，プロ野球場，J1J1･･J2J2ﾎｰﾑｽﾀｼﾞｱﾑﾎｰﾑｽﾀｼﾞｱﾑ

交通結節点施設　国際定期便就航空港，国内線空港（島しょ部をのぞく）
　　　　　　　　　 国際港湾（コンテナ港湾）
　　　　　　　　　 高速鉄道駅，高速IC

交通結節点施設　交通結節点施設　国際定期便就航空港，国内線空港（島しょ部をのぞく）国際定期便就航空港，国内線空港（島しょ部をのぞく）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 国際港湾国際港湾（コンテナ港湾）（コンテナ港湾）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 高速鉄道駅，高速高速鉄道駅，高速ICIC

公共公益施設 　 国の地方支分部局，高等裁判所公共公益施設公共公益施設 　　 国の地方支分部局，高等裁判所国の地方支分部局，高等裁判所

教育・研究機関 大学（広域から学生が集まる大学），大学院
　　　　　　　　　研究開発拠点（実質稼働している施設）
教育・研究機関教育・研究機関 大学大学（広域から学生が集まる大学）（広域から学生が集まる大学），大学院，大学院
　　　　　　　　　研究開発拠点　　　　　　　　　研究開発拠点（実質稼働している施設）（実質稼働している施設）

医療施設　　 三次救急医療施設，がんセンター，臓器移植指定病院医療施設医療施設　　　　 三次救急医療施設，がんセンター，臓器移植指定病院三次救急医療施設，がんセンター，臓器移植指定病院

教育教育教育

医療医療医療

交
通
交
通
交
通

商業/金融施設 　大規模百貨店，証券取引所，経済連合会商業商業//金融施設金融施設 　　大規模百貨店，証券取引所，経済連合会大規模百貨店，証券取引所，経済連合会

流通施設　　　 中央卸売市場，トラックターミナル，
　　　　　　　　　 家電ﾘｻｲｸﾙ施設
流通施設　　　流通施設　　　 中央卸売市場，トラックターミナル，中央卸売市場，トラックターミナル，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 家電ﾘｻｲｸﾙ施設家電ﾘｻｲｸﾙ施設

産
業

・
経
済

産
業
産
業

・
経
済

・
経
済

情報/通信施設 ブロックレベル機能を持つテレビ放送局，新聞社（ブロック誌）情報情報//通信施設通信施設 ブロックレベル機能を持つテレビ放送局，新聞社（ブロック誌）ブロックレベル機能を持つテレビ放送局，新聞社（ブロック誌）

広域防災施設　 広域防災拠点広域防災施設広域防災施設　　 広域防災拠点広域防災拠点安全安全安全

国際交流施設　 国際コンベンションセンター国際交流施設国際交流施設　　 国際コンベンションセンター国際コンベンションセンター

行政行政行政

地域ブロックが自立するために必要な施設（例示）

自立した国際交流や圏域間交流に必要な施設や、都府県を越えた経済・文化交流圏として
の共用施設
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地域ブロックの中心的な都市への結びつき

関東・近畿・中部ブロックは平均９０分以内にアクセス可能であるが、九州ブロックなどは平均１２０分程度となっ
ており３大圏に比べてアクセス性に劣る。鹿児島、宮崎などの南部に位置する都市からのアクセス時間は、３時
間を超える。
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平均アクセス時間(分）

■ ブロックごとの比較　〔平均アクセス時間〕

〔NAIVINETによる計算〕
　○ 地域ブロック中心市 市役所所在地 から
　　各市町村中心間までの所要時間
　○ 自動車・船モードによる計算
　

分

全国平均：９０分

NAVINET・・・2000年度末ネットワーク

NITAS・・・2001年度末ネットワーク

【ブロック中心都市までの到達時間分布図】　

60分圏

120分圏

180分圏

（注）人口カバー率：時間到達圏内の市町村の合計人口/ 地域ブロック内人口
　　　平均アクセス時間：各市町村から最寄り施設までの所要時間の平均値（市町村人口で重み付け）

ポイント：地域ブロックのモビリティ



九州３県（福岡・熊本・鹿児島）についてみると、人・物・情報（通話回数）の順に流動が広域的になっている。特
にブロック圏中心県である福岡県について、この傾向が著しい。

府県間の人・物・情報の流動量（九州３県）
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（出典）　全国幹線旅客純流動調査、全国貨物純流動調査、(社)電気通信事業者協会「テレコムデータブック2002」より国土交通省国土計画局作成
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ポイント：地域ブロックのモビリティ



単独市町村で受けられる生活関連サービスの種類は限られているが、１時間圏域では、
より多くの生活関連サービスを受けられる。

広域的視点から見た生活関連サービス

18

【主要都市の１時間圏外に位置する市町村】

０～４種類
6.4％

５種類
4.7％

７種類
27.1％

８種類
31.7％

６種類
30.1％

1時間圏単位

５種類
9.2％

０～４種類
83.6％

市町村単位

８種類0.5％
７種類
1.3％６種類

5.4％

（注）１．ここでの「社会教育施設」とは①公民館、②図書館、③博物館、博物館類似施
　　　　　設、④青少年教育施設、⑤婦人教育施設、⑥社会体育施設、民間体育施設、
　　　　　⑦文化会館、⑧カルチャーセンターの８種類の施設をいう。
　　　２．ここでの「施設の種類の数」とは、上記８種類の施設のうち、市町村内あるい　
　　　　　は１時間圏域内に何種類存在しているか捉えたもの。

出典：文部科学省「社会教育調査報告（２０００）」、国土交通省総合交通体系
　　　 データシステム（NAVINET）をもとに国土交通省国土計画局作成

出典：厚生労働省「医療施設調査（１９９８）」、国土交通省総合交通体系
　　　 データシステム（NAVINET）をもとに国土交通省国土計画局作成

（注）１．「病院の診療科目」とは、内科、外科等を意味し全部で３２種類（歯科関係を除く）ある。
　　　２．ここでの｢施設の種類の数｣とは、上記３２種類の診療科目のうち、市町村内あるいは
　　　　　１時間圏域内に何種類が存在しているかを捉えたもの。

社会教育施設のうち、何種類の施設があるか（2000年） 病院の診療科目のうち、何種類があるか（1998年）

中枢・中核都市から１時間以上離れた市町村における生活関連サービス

29～32種類

0.1％

25～28種類
1.2％

11～20種類
15.6％

0～10種類

80.9％

21～24種類
2.3％

市町村単位

0～10種類
7.1％

11～20種類
17.5％

21～24種類
17.2％

25～28種類
34.9％

29～32種類
23.3％

1時間圏単位

ポイント：生活圏域の形成



２０００年において、１時間圏人口３０万人未満の市町村は６６０存在する。今後５０年で、更に１７５市町村が１時間圏人口
３０万人未満になるものと推計されている。

今後５０年間の１時間圏人口の分布

19

１時間圏人口が30万人未満になる中心市町村
　　2000年　　　　　　　660市町村　（赤）
　　2001～2025年　　 79市町村　（緑）
　　2026～2050年　　 96市町村　（青）
2025、2050年人口は移動率減少型による推計

１時間圏人口３０万人未満の中心市町村
都道府県 市町村 ２０００年中心

市町村人口
北海道 釧路市　　　　　　　　 191,739     
宮崎県 延岡市　　　　　　　　 124,761     
北海道 北見市　　　　　　　　 112,040     
鹿児島県 鹿屋市　　　　　　　　 81,084       
和歌山県 田辺市　　　　　　　　 70,360       
岐阜県 高山市　　　　　　　　 66,430       
愛媛県 宇和島市　　　　　　　 62,126       
宮城県 気仙沼市　　　　　　　 61,452       
岩手県 宮古市　　　　　　　　 54,638       
千葉県 館山市　　　　　　　　 51,412       
島根県 益田市　　　　　　　　 50,128       
大分県 佐伯市　　　　　　　　 50,120       
青森県 むつ市　　　　　　　　 49,341       
兵庫県 豊岡市　　　　　　　　 47,308       
島根県 浜田市　　　　　　　　 47,187       

2000年に１時間圏人口が30万人未満になる
中心市町村（人口規模上位15位）　　（単位：人）

都道府県 市町村 ２０００年中心
市町村人口

山形県 鶴岡市　　　　　　　　 100,628     
宮崎県 日向市　　　　　　　　 58,996       
秋田県 能代市　　　　　　　　 53,266       
福島県 原町市　　　　　　　　 48,750       
鹿児島県 出水市　　　　　　　　 39,708       
愛媛県 大洲市　　　　　　　　 39,011       
秋田県 湯沢市　　　　　　　　 34,963       
福井県 小浜市　　　　　　　　 33,295       
熊本県 水俣市　　　　　　　　 31,147       
熊本県 免田町　　　　　　　　 17,751       
北海道 芽室町　　　　　　　　 17,586       
愛媛県 宇和町　　　　　　　　 17,550       
福島県 会津高田町　　　　　　 15,564       
秋田県 平鹿町　　　　　　　　 14,941       
秋田県 十文字町　　　　　　　 14,517       

2001－2025年に１時間圏人口が30万人未満になる
中心市町村（人口規模上位15位）　　（単位：人）

都道府県 市町村 ２０００年中心
市町村人口

北海道 函館市　　　　　　　　 287,637     
北海道 帯広市　　　　　　　　 173,030     
鳥取県 鳥取市　　　　　　　　 150,439     
北海道 室蘭市　　　　　　　　 103,278     
山形県 酒田市　　　　　　　　 101,311     
京都府 舞鶴市　　　　　　　　 94,050       
岡山県 津山市　　　　　　　　 90,156       
鳥取県 倉吉市　　　　　　　　 49,711       
山形県 新庄市　　　　　　　　 42,151       
秋田県 横手市　　　　　　　　 40,521       
北海道 音更町　　　　　　　　 39,201       
福島県 喜多方市　　　　　　　 37,495       
北海道 上磯町　　　　　　　　 35,777       
北海道 七飯町　　　　　　　　 28,354       
北海道 幕別町　　　　　　　　 24,276       

2026－2050年に１時間圏人口が30万人未満になる
中心市町村（人口規模上位15位）　　（単位：人）

（注１）１時間圏とは、１９９８年１０月現在の交通ネットワークで新幹線
　　　　と特急を除く鉄道と道路の利用（含む高速道路）を前提とし、市
　　　　町村単位に設定。なお、各市町村の起点終点はそれぞれ市町
　　　　村役場である。NAVINET(総合交通体系分析システム）により作
　　　　成。
（注２）２０００年は実績値、２０２５年及び２０５０年は国土計画局推計
　　　　値。推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計
　　　　人口（平成１４年１月推計）」の中位推計を元にした。人口移動
　　　　については、過去の趨勢に沿って移動率が減少していくものと
　　　　仮定した。

ポイント：生活圏域の形成



生活関連サービスの維持や地域社会の活力を保っていくために必要な機能・施設

生活圏域を形成するために必要な施設・機能（例示）

余暇施設　　　　 広域公園（県立・市立総合公園），総合運動場余暇施設余暇施設　　　　　　　　 広域公園広域公園（県立・市立総合公園）（県立・市立総合公園），，総合運動場総合運動場文化
・余暇
文化文化
・余暇・余暇

対象施設対象施設対象施設

交通結節点施設　 高速鉄道駅，高速IC，高速バスストップ交通結節点施設　交通結節点施設　 高速鉄道駅，高速高速鉄道駅，高速ICIC，，高速バスストップ高速バスストップ

公共公益施設 　 　法務局，簡易裁判所・支部， 市役所，公民館（中央公民館・市民会館）公共公益施設公共公益施設 　　 　法務局　法務局，，簡易裁判所・支部簡易裁判所・支部，， 市役所，公民館市役所，公民館（中央公民館・市民会館）（中央公民館・市民会館）

教育施設 　　　　高等学校，大学，生涯学習施設教育施設教育施設 　　　　　　　　高等学校，大学高等学校，大学，，生涯学習施設生涯学習施設

医療・福祉施設 　二次救急医療施設，三次救急医療施設（三次救急施設への搬送）
　　　　総合病院

　　　　　　　　　　　　　　　老人福祉医療施設（特別養護老人ホーム，老人日帰り介護施設），保健所

医療・福祉施設医療・福祉施設 　　二次救急医療施設，三次救急医療施設二次救急医療施設，三次救急医療施設（三次救急施設への搬送）（三次救急施設への搬送）

　　　　総合病院　　　　総合病院
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　老人福祉医療施設老人福祉医療施設（特別養護老人ホーム，老人日帰り介護施設）（特別養護老人ホーム，老人日帰り介護施設），，保健所保健所

行政行政行政

教育教育教育

医療医療医療

商業/金融施設 　 百貨店（１万㎡程度）・ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ ，銀行支店商業商業//金融施設金融施設 　　 百貨店（１万㎡程度）・ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ百貨店（１万㎡程度）・ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ ，，銀行支店銀行支店産業
・経済
産業産業
・経済・経済

防災活動　 広域防災活動拠点
拠点施設 災害拠点病院
防災活動防災活動　　 広域防災活動拠点広域防災活動拠点
拠点施設拠点施設 災害拠点病院災害拠点病院安全安全安全

雇用雇用雇用 雇用の場　　　　　 県内主要企業工場，工業団地
　　　　　　　　　　ハローワーク
雇用の場雇用の場　　　　　　　　　　 県内主要企業工場，工業団地県内主要企業工場，工業団地
　　　　　　　　　　ハローワーク　　　　　　　　　　ハローワーク

交通交通交通

ﾘｻｲｸﾙ/処理施設　 廃棄物処理施設（ごみ処理場）ﾘｻｲｸﾙﾘｻｲｸﾙ//処理施設処理施設　　 廃棄物処理施設廃棄物処理施設（ごみ処理場）（ごみ処理場）

文化施設　 　　　 図書館（県立・市立中央），博物館，美術館文化施設文化施設　　 　　　　　　 図書館図書館（県立・市立中央）（県立・市立中央），博物館，美術館，博物館，美術館

ポイント：生活圏域内のモビリティ
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生活圏域内共用施設へのモビリティ（百貨店）

百貨店の60分圏域人口カバー率は全国平均で87％、平均アクセス時間は29分である。百貨店の
配置と交通ネットワークの状況により、東北、北海道、四国、九州の順で平均アクセス時間が長く
なっている。

21
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〔NITASによる各市町村中心からの所要時間から算出〕
　※ 百貨店の位置は，所在地付近の駅・公共施設を用いた

■ブロックごとの60分人口カバー率，平均ｱｸｾｽ時間 ■売り場床面積1m2あたり の 30・60分圏域人口

NITAS・・・2001年度末ネットワーク

百貨店：売り場床面積10,000m2以上 を対象

1m2あたり人口

30分圏内人口

30～60分圏人口

全国平均87%

全国平均29分

60分以上圏内人口

（分）

ポイント：生活圏域内のモビリティ
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生活圏域内共用施設へのモビリティ（百貨店）

Ⅱ

ⅢⅤ

Ⅵ

Ⅶ

Ⅷ

Ⅰ

ⅡⅡ

ⅢⅢⅤⅤ

ⅥⅥ

ⅦⅦ

ⅧⅧ

ⅠⅠ

■ブロックごとの百貨店の立地

　　売り場床面積
　　10,000m2以上の百貨店 を対象

　※ 百貨店の位置は，所在地付近の駅・公共施設を用いた
　　　近接する百貨店は同一地点とした。

中国
16店舗

北海道
14店舗

東北
16店舗

関東
79店舗

中部
24店舗

近畿
48店舗

四国
7店舗

九州
24店舗

計230店舗

■：60分到達圏
59%秋田県

33%山形県

88%宮城県

60%岩手県

71%青森県

１時間人口カバー率

沖縄
2店舗

ポイント：生活圏域内のモビリティ
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30 分全国平均：28  %

沖縄

生活圏域内共用施設へのモビリティ（三次救急医療施設）

三次救急施設までのﾓﾋﾞﾘﾃｨ〔緊急搬送３０分〕は、全人口に対し、７７％が確保されている。
地域ブロック別に見ると、概ね９０％の三大都市圏と、概ね50％の東北をはじめとする他の地域との格差が大き
い。
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〔NITASによる各市町村中心からの三次救急医療施設までの所要時間から算出〕

■ ブロックごとの三次救急施設までのモビリティ
　　　　　　　　　　　　　　　　　〔カバー率〕

■１病院あたり の 30・60分圏域人口 ■緊急事態における経過時間と
死亡率の関係
　カーラーの曲線（1981年発表）

（出典）国土交通省東北地方整備局
ホームページより

ポイント：生活圏域内のモビリティ



生活圏域内共用施設へのモビリティ（三次救急医療施設）
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■ 三次救急施設の配置状況

Ⅱ

ⅢⅤ

Ⅵ

Ⅶ

Ⅷ

Ⅰ

ⅡⅡ

ⅢⅢⅤⅤ

ⅥⅥ

ⅦⅦ

ⅧⅧ

ⅠⅠ

30分圏

中国
８病院

北海道
８病院

東北
１３病院

関東
６１病院

中部
２０病院

近畿
３０病院

四国
８病院

九州
１７病院

★：三次救急医療施設

計　166病院

60分圏

沖縄
１病院
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生活圏域内のモビリティ

都市規模別に課題と対応を検討

25

三大都市圏・・・交通渋滞、環境の悪化、交通事故、
　　　　　　　　　　バリアフリー化の遅れ、通勤時間の増加等
　

　　　　　　　　→　環状道路整備、公共交通機関充実
　　　　　　　　　　ユニバーサルデザイン等

ブロック中心都市・・・公共交通機関の不足、交通渋滞、交通事故
　　　　　　　　　　　　→マルチモーダル施策、環状道路整備等

中核都市・・・公共交通機関の衰退、交通渋滞等
　

　　　　　　　→　マルチモーダル施策、道路網整備等

中小都市・・・公共交通サービス維持困難
　

　　　　　　　→　公的支援、ＮＰＯによる支援等　

ポイント：生活圏域内のモビリティ



出典：平成１１年全国都市パーソントリップ調査

生活圏域内のモビリティの課題

・通勤時には大都市圏ほど鉄道の比重が大きい
・業務時には大都市圏、地方都市とも自動車の比率が大きく、地方都市では、約８割となっている。
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県庁所在地の規模別交通サービス水準

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

100万以上 ３０万以上 ３０万未満

ＪＲ・私鉄
バス
タクシー
自動車

評点の平均

生活圏域内のモビリティの水準

県庁所在地における交通サービス水準を見ると、鉄道、バスなどの大量輸送機関は都市規模が大きいほど水
準が高く、タクシーや自動車については都市規模が小さい方がやや水準が高い傾向がある。

出典：三大都市圏を除く県庁所在都市における交通のサービス水準の評価（（財）運輸政策研究機構）より国土計画局作成

注：評点とは、交通サービスの水準を示すため各県庁所在地別に利便性、速達性、経済性等の指標を総合化し１０点満点で採点したもの。
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生活圏域内のモビリティの課題（渋滞）

28

大阪府の路線別渋滞損失　

我が国全体で年間に生じる渋滞損失時間は年間３８億時間に達する。
特に、３大都市圏における渋滞損失が著しい。

東京２３区の路線別渋滞損失　

都道府県別km当たりの渋滞損失時間

出典：国土交通省道路局ホームページ

ポイント：生活圏域内のモビリティ



（出典）警察庁「犯罪統計書」、「警察白書」、警視庁HPより国土交通省国土計画局作成。　

（注）認知件数：警察が事件として扱った件数。　　
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（出典）警察庁「警察白書」、警視庁HPより、内閣府「交通安全に関する世論調査（Ｈ１５.5）」より、国土交通省国土計画局作成。　

（注）歩行者としての不満や困っていること：大都市（東京都区部，政令指定都市）、中都市（人口10万人以上の市）、小都市（人口10万人未満の市）

生活圏域内のモビリティの課題（交通事故）

・近年、増加を続けてきた交通事故数と負傷者数は、2000年以降横這い。死者数は1992年をピークに減少傾向。　
・歩行者としての不満は、全体的に大都市で高い。項目としては「歩道が歩きにくい」、「自転車が歩道を通り危ない」等、
歩道の構造に関するものが高い。

ポイント：生活圏域内のモビリティ



東京周辺1996年

2000年

（出典）　環境省「大気汚染状況報告書」(H12）、「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」
(H14)より国土交通省国土計画局作成。

大阪周辺

二酸化窒素の１日平均値の年間98％値の変化 二酸化窒素の１日平均値の年間98%値

0     ～0.04ppm
0.04～0.06ppm
0.06ppm以上

名古屋周辺
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8

東京周辺1996年

2000年

（出典）　環境省「大気汚染状況報告書」(H12）、「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」
(H14)より国土交通省国土計画局作成。

大阪周辺

二酸化窒素の１日平均値の年間98％値の変化 二酸化窒素の１日平均値の年間98%値
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0.04～0.06ppm
0.06ppm以上

0     ～0.04ppm
0.04～0.06ppm
0.06ppm以上

名古屋周辺

3
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２０００年の二酸化窒素の高濃度地域は、１９９６年に比較して減少しているが、依然として高いレベルにある。

自動車排出規制の強化により、さらなる大気汚染対策を図っている。　

生活圏域内のモビリティの課題（大気汚染）

（注）

１．二酸化窒素：それ自身の毒性のほか、
　　酸性雨、光化学スモッグの原因にもなっ
　　ている。
２．１日平均値の年間98％値：二酸化窒　
　　素の評価方法で、年間における１日　
　　平均値のうち、低い方から98％に相当
　　する値。
３．二酸化窒素の環境基準（長期評価）：
　　 一日平均値の年間98％値が0.04～　
　　　0.06ppmのゾーン内、又はそれ以下
で　　あること。
４．観測局（一般）の存在する市区町村の
　　みプロットしている。

（年）

自動車排出ガス規制値（全国一律）

（窒素酸化物に係る単体規制）　　　　

30
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・一定規模以上の建築物等においてはバリアフリー基準の義務づけが開始された（施行H15.4.1）。

・公共交通ターミナルではエレベーター・エスカレーターの設置駅数が増加。

生活圏域内のモビリティの課題（バリアフリー）

（出典）国土交通省鉄道局資料より国土交通省国土計画局作成。
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エレベーター

エスカレーター

スロープ

車椅子対応型トイレ

各バリアフリー施設の設置駅の割合（2002.10現在）

（％）

エレベーター

エスカレーター

（注）
　　ハートビル法（高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促
進に関する法律）：公共的性格を有する建築物を高齢者、身体障害者等が円滑に利
用できるよう、建築主への指導、誘導等を行うことを目的に平成６年に施行、平成14年
７月改正。「ハートビル」とは愛称で「すべての人が利用しやすいハートのあるビルをつ
くろう」という意味。

エレベーター・エスカレーター設置駅数の推移

（注）
１．ＪＲ、大手民鉄、営団・公営地下鉄の整備状況。
２．エスカレーター、エレベーター：１日当たりの平均利用者が５千人以上、且つ高低差が５ｍ以上の駅が対象。
３．車椅子使用者対応型トイレ、スロープ：１日当たりの平均利用者が５千人以上の駅数の駅が対象。
（参考）移動円滑化の促進に関する基本方針（平成１２年１１月１５日、４省庁）　（抜粋）
１日当たりの平均的な利用者数が5,000人以上である鉄道駅及び軌道停留場に関し、平成２２年までに、エレベーター又
はエスカレーターを高低差５メートル以上の鉄道駅及び軌道停留場に設置することを始めとした段差の解消、視覚障害者
誘導用ブロックの整備、便所がある場合には身体障害者対応型便所の設置等の移動円滑化を原則としてすべての鉄道
駅及び軌道停留場について実施する。

○バリアフリー対応の努力義務

・改正前用途（デパート、劇場、
　　ホテル等、不特定かつ多数
の　者が利用する建築物）

・新築・増改築・用途変更

○バリアフリー対応の義務付
け（2千㎡以上に限る）

・改正前用途及び老人ホーム
　等の主として高齢者・身体障
　害者等が利用する建築物

・新築・増改築・用途変更

○バリアフリー対応の努力義
務

・改正前用途及び追加用途
（学校、工場、事務所、共同住
宅等の多数の者が利用する建
築物）

・新築・増改築・用途変更・修
繕・模様替

バリアフリー対応の義務付けの創設と努力義務の対象の拡大

【改正前】 【改正後】
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